
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 令和５年度事業 効果検証結果

事業No. 事業名 事業概要 成果目標
事業費（実績）

（円）

交付金充当額

（円）

一財

（円）

事業開始

年月日

事業終了

年月日
実施内容 成果および評価 担当課

1

電力・ガス・食料品等価格

高騰重点支援給付金【低所

得者世帯給付金】

58,860,000 58,860,000 0 R5.4.1 R6.3.31

2

電力・ガス・食料品等価格

高騰重点支援給付金（事務

費）

3,955,220 3,955,000 220 R5.4.1 R6.3.31

3
九十九里町生活支援商品券

事業（物価高騰対応分）
61,439,175 61,439,175 0 R5.4.1 R6.3.31

4
九十九里町生活支援商品券

事業（補助裏分）
70,000 70,000 0 R5.4.1 R6.3.31

124,324,395 124,324,175 220

コロナ禍において、電力・ガス・食料品等

の高騰による負担増を踏まえ、特に家計へ

の影響が大きい低所得世帯（令和５年度住

民税非課税世帯・家計急変世帯）に対し、

その生活を支援し、もって世帯の生活の安

定に資する観点から、臨時特別の現金給付

を実施することにより、低所得世帯に対す

る適切な配慮を行う

対象世帯へ給付金を支給する

令和５年度

住民税非課税世帯1968世帯

家計急変世帯 4世帯

家計への影響が大きい低所得世帯（令和５年

度住民税非課税世帯・家計急変世帯）に対し

３万円を給付した。

住民税非課税世帯1958世帯、

家計急変世帯4世帯へ支援給付金を給付すること

で、コロナ禍において物価高騰の影響を特に受ける

低所得世帯を支援することができた。

社会福祉課

社会福祉係

コロナ禍において、エネルギー価格高騰の

影響を受ける町民の生活支援及び地域内消

費による町内事業者の経営支援を行うこと

を目的として、全町民に対し1人5千円分の

地域活性化商品券を配付し、地域経済の活

性化を図る。

全町民へ商品券を配布する。

使用率80％

新型コロナ感染症拡大による影響を受けてい

る町民の生活支援及び地域内消費の喚起によ

る町内事業者の経営支援を行うことを目的と

して、町内の店舗等で使用できる「九十九里

町地域活性化商品券」町民1人あたり5,000円

配布した。

商品券が使用できる登録店舗として123店舗の登録

があり、

町民14,537人(72,685,000円)へ商品券を配付した。

商品券の使用額は69,917,500円、使用率は96.1％と

なった。

商工観光課

商工振興係



物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 令和５年度事業 効果検証結果

事業No. 事業名 事業概要 成果目標
事業費（実績）

（円）

交付金充当額

（円）

一財

（円）

事業開始

年月日

事業終了

年月日
実施内容 成果および評価 担当課

1
電力・ガス・食料品等価格高
騰重点支援給付金(追加分）
【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行

うことで、低所得の方々の生活を維持す

る。

対象世帯に対して令和6年2月まで

に支給を開始する
135,233,270 135,233,270 0 R6.2.1 R6.3.31

R５年度分の住民税非課税世帯へに対し7万円

を給付した。

住民税非課税世帯1,889世帯へ支援給付金を給付す

ることで、物価高騰の影響を特に受ける低所得世帯

を支援することができた。

社会福祉課

社会福祉係

4

電力・ガス・食料品等価格高
騰重点支援給付金(7万円追
加給付分）【物価高騰対策給
付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行

うことで、低所得の方々の生活を維持す

る。

対象世帯に対して令和6年2月まで

に支給を開始する
140,000 140,000 0 R6.2.1 R6.3.31

R５年度分の家計急変世帯に対し7万円を給付

した。

家計急変世帯2世帯へ支援給付金を給付すること

で、物価高騰の影響を特に受ける低所得世帯を支援

することができた。

社会福祉課

社会福祉係

5 物価高騰対策緊急支援金
（医療機関等）

医療機関等の僅少な地域において、物価高

騰の影響を受けた医療機関等を支援するこ

とで、安定的な医療提供体制の維持を図

る。

物価高騰等の影響を受けた医療機

関等16か所（4診療所・5歯科医

院・5薬局・2病院）を支援するこ

とで、医療機関等の僅少な地域に

おける安定的な医療提供体制の維

持を図ることができる。

病院については、経営を逼迫した

部分の補助を行うことで、患者や

利用者等に対する安心安全で質の

高い医療提供サービスを維持する

ことが可能となる。

13,000,000 13,000,000 0 R6.1.1 R6.3.31

物価高騰等の影響を受けた医療機関等16か所

（4診療所・5歯科医院・5薬局・2病院）を支

援した。

医療機関等17か所に支援し、地域の医療提供体制の

維持及び安定化が図られた。

・2病院（エネルギー高騰分）

・4診療所（一律200,000円）

・5歯科医院（一律200,000千円）

・5薬局（一律100,000円）

健康福祉課

健康指導係

6 物価高騰対策緊急支援金
（介護サービス）

原油価格・物価高騰の影響を受けている町

内に事業所を有する介護サ－ビス事業者に

対し、支援金を交付し安定した事業運営を

支援する

原油価格・物価高騰を理由に、介

護サービスの提供を中止する事業

所　０事業所

1,702,444 1,702,444 0 R6.1.1 R6.3.31

原油価格・物価高騰の影響を受けている町内

に事業所を有する介護サ－ビス事業者に対

し、支援金を交付した。

介護サ－ビス事業者に対し、支援金を交付したこと

で、事業が継続された。

介護サ－ビス事業者

17か所（一律100,000円）

健康福祉課高齢者指導係



7 物価高騰対策緊急支援金
（障害福祉サービス事業者）

原油価格・物価高騰の影響を受けている町

内に事業所を有する障害福祉サービス事業

者に対し支援金を交付し、事業継続を支援

することで、障害福祉サービスの継続的な

提供を図る。

4か所の事業所において、障害福

祉サービスの提供を継続する
400,000 400,000 0 R6.1.1 R6.3.31

原油価格・物価高騰の影響を受けている町内

に事業所を有する障害福祉サービス事業者に

対し支援金を交付した。

物価高騰を理由に、障害福祉サービスの提供を中止

した事業所　０事業所

（支援実績）

訪問系サービス

100,000円×2か所＝200,000円

相談支援サービス

100,000円×2か所＝200,000円

社会福祉課

社会福祉係

8 物価高騰対策緊急支援金
（公共交通事業者）

公共交通事業者に対して、物価高騰対策に

係る費用及び事業の継続に向けた支援金を

交付する。

公共交通事業者数の維持、4事業

者
2,100,000 2,100,000 0 R6.1.1 R6.2.15

公共交通事業者（バス事業者及びタクシー事

業者）に対して、物価高騰対策に係る費用及

び事業の継続に向けた支援金を交付した。

事業実施後、4事業者は事業継続、廃業0件

（支援実績）

バス事業者

・九十九里鐵道㈱へ1,100,000円（11系統）

・小湊鉄道㈱へ400,000円（4系統）

・ちばフラワーバス㈱へ200,000円（２系統）

タクシー事業者

・㈲片貝タクシーへ400,000円

企画政策課

地域政策係

9 物価高騰対策緊急支援金
（私立幼稚園）

原油価格・物価高騰の影響を受けている町

内の私立幼稚園に対し補助金を交付し事業

継続を支援する。

町内私立幼稚園に対し補助金200

千円を交付し事業の継続を支援す

る

200,000 200,000 0 R6.1.1 R6.3.31

原油価格・物価高騰の影響を受けている町内

の私立幼稚園に対し補助金を交付し事業継続

を支援した。

町内の私立幼稚園であるときがね片貝幼稚園へ

200,000円を交付し、事業が継続された。

教育委員会事務局

学校教育係

10 学校給食費支援事業

町立学校及び特別支援学校に在籍する児童

及び生徒の保護者に対し、学校給食費補助

金を交付することにより、保護者の経済的

負担を軽減し、教育の充実に資するととも

に、少子化対策及び子育てを支援する

学校給食費を完全無償とする。

小学生児童：３７１名

中学生生徒：２４３名

保護者の経済的負担を軽減し、教

育の充実を図り、少子化対策及び

子育てを支援する。

7,530,765 7,530,765 0 R6.1.1 R6.3.31

学校給食費補助金を交付することにより、学

校給食費を完全無償とすることで、保護者の

経済的負担を軽減し、教育の充実に資すると

ともに、少子化対策及び子育てを支援する。

コロナ禍で高騰する食材費の増額分を、児童・生徒

の保護者（小学校371人分、中学校243人分）に負

担させること無く、給食費の値上げを回避した

教育委員会事務局

学校給食係



11
物価高騰対策緊急支援金（ガ
ス事業会計）

町営ガス供給施設への電気料金高騰分の支

援を実施することにより、原油等物価上昇

による電気料金の高騰を起因とした町営ガ

スの価格上昇を抑制する効果を生み、町営

ガスの安定した供給体制維持と町民生活の

安定を目的とする。

ガス料金の価格維持

【A料金】

　基本料金　495円

　単位料金　　93.2470円/㎥

【B料金】

　基本料金　550円

　単位料金　　91.0470円/㎥

【C料金】

　基本料金　629.2円

　単位料金　　90.7830円/㎥

960,000 960,000 0 R6.1.1 R6.3.31
町営ガス供給施設への電気料金高騰分の支援

を実施した。

町営ガス供給施設への電気料金高騰分である960千

円支援実施し、町営ガスの価格上昇を抑制した。

ガス課

経理係

12 物価高騰対策緊急支援金
（農業集落排水事業会計）

農業集落排水処理施設における電気料金高

騰分の支援を実施することにより、原油等

物価上昇による電気料金の高騰を起因とし

た処理施設使用料の価格上昇を抑制する効

果を生み、農業集落排水事業の維持と町民

生活の安定を目的とする。

農業集落排水処理施設使用料の価

格維持
515,000 515,000 0 R6.1.1 R6.3.31

農業集落排水処理施設における電気料金高騰

分の支援を実施した。

農業集落排水事業へ、農業集落排水処理施設におけ

る電気料金高騰分である515,000円を支援すること

で、処理施設使用料の価格上昇を抑制した。

農林水産課

農村整備係

13 九十九里町生活支援商品券
事業（重点交付金分）

コロナ禍において、エネルギー価格高騰の

影響を受ける町民の生活支援及び地域内消

費による町内事業者の経営支援を行うこと

を目的として、全町民に対し1人5千円分の

地域活性化商品券を配付し、地域経済の活

性化を図る。

全町民へ商品券を配布する。

使用率80％
15,252,178 15,252,178 0 R6.1.1 R6.3.31

新型コロナ感染症拡大による影響を受けてい

る町民の生活支援及び地域内消費の喚起によ

る町内事業者の経営支援を行うことを目的と

して、町内の店舗等で使用できる「九十九里

町地域活性化商品券」町民1人あたり5,000円

配布した。

商品券が使用できる登録店舗として123店舗の登録

があり、

町民14,537人(72,685,000円)へ商品券を配付した。

商品券の使用額は69,917,500円、使用率は96.1％と

なった。

商工観光課

商工振興係

180,151,146 180,151,146


